
事業に関す
る社会経済
情勢等

・国の医療制度改革において，その柱の一つとして，予防を重視した生活習慣病対策を実施することとし，医療保険者による糖尿
病等の予防に着目した特定健康診査・特定保健指導等の実施が義務化された。

事

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か

妥当

・運動指導を受ける県民が増加し，・運動習慣の普及定着を図ることで，肥満
やメタボリックシンドロームの県民が減少し，生活習慣病の発症・重症化予防
につながることで，要介護状態にならず，生涯を豊かに暮らすことができる。
たが 県民 総合的な健康づく 指針 あ 「 やぎ 健康プ

目標値 17,000 34,500 52,500

実績値 17,740 34,703

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

単位当たり
事業費(千円)

＠4.0 ＠3.0 －

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・県・市町村における運動施策
を推進し、県民の運動指導を
受ける機会の増加を推進す
る。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

県・市町村が実施する運
動指導を受けた人数
（人）

評価対象年度 平成19年度

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

160 300

実績値 140 267 －

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

県民 8,111

手段
（何を
したのか）

・生活習慣病予防を強化する
ため，運動習慣の普及定着の
取組みを推進した。

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

運動指導者育成研修受
講者数（人）

指標測定年度

9,105

目標値 120

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・少子高齢社会を健康で活力あるものとし、県民の健
康寿命の延伸を図るために「みやぎ21健康プラン」を
推進し、県民健康づくり運動の気運の醸成及び健康
づくりを支援する環境の整備を図る。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

政策 8 施策

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 20 生涯を豊かに暮らすための健康づくり

区分
（新規・継続）

継続

事業費
（千円）

20 事業 1

事業名 みやぎ21健康プラン推進事業
担当部局
・課室名

保健福祉部
健康推進課

評価対象年度 平成20年度 事業分析シート

・県民の健康管理への自覚の向上を図るために，普及啓発に関連する事業をより効果的に展開する必要がある。

維持

・県民が生涯現役で，健やかに豊かな充実した人生を送るためには，健康寿
命の延伸を目的とした「みやぎ21健康プラン」の推進による環境整備は不可
欠である。
・みやぎ21健康プランを推進し，県民の健康づくりの気運の向上を図ることに
より，県民自らの健康意識の醸成，実践につながるため，事業の維持が必要
である。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・県民一人ひとりが，健康維持・増進について自覚を持ち，自ら健康管理を実践，実行させることが必要である。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

ある程度
成果があった

・運動指導者の育成や運動機会の増加を推進することは，「みやぎ２１健康プ
ラン」の重点項目の一つに掲げる生活での身体活動や運動量の増加を推進
することであり，糖尿病等の生活習慣病の有病者・予備群やメタボリックシンド
ローム該当者の減少に少なからず貢献している。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的
・事業実施に当たっては，開催地域の実情に応じた事業内容や会場を検討
するなど効率的に実施した。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

事
　
業
　
の
　
分
　
析

業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
・したがって，県民の総合的な健康づくりの指針である「みやぎ21健康プラン」
を推進し，啓発普及等の事業を実施することは必要である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。



事業に関す
る社会経済
情勢等

・国の医療制度改革において，その柱の一つとして，予防を重視した生活習慣病対策を実施することとし，医療保険者による糖尿
病等の予防に着目した特定健診・保健指導等の実施が義務付けられた。

事

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か

妥当

・国の医療制度改革においても，生活習慣を改善して健康を増進し，生活習
慣病等の発症を予防することを重視しており，県が率先して実施する事業
で 今後の関係機関が一体となった県民運動への展開が必要であり 生活

目標値 6,500 13,000 20,000

実績値 6,547 9,204 ー

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

単位当たり
事業費(千円)

- - ー

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・ITを活用した健康学習，健康
情報提供システム「メタボリック
シンドローム予防なび」を活用
して，健康づくり，食事改善に
対する意識の向上を図った。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

「メタボリックシンドローム
予防なび」のアクセス件
数（件）

評価対象年度 平成19年度

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

330 500

実績値 860 682 ー

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

県民 3,177 ー

手段
（何を
したのか）

・メタボリックシンドローム予防
及び改善に向けた健診・保健
指導体制を整備する。

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

保健指導従事者研修受
講者数（人）

指標測定年度

2,754

目標値 160

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・メタボリックシンドローム等の生活習慣病対策を強化
するには，より若い世代から産業保健を含めた総合的
な対策が必要である。地域の産業構造や疾病等の特
徴に応じた地域保健と職域保健が連携したモデル的
な取組を行う。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

政策 8 施策

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 20 生涯を豊かに暮らすための健康づくり

区分
（新規・継続）

継続

事業費
（千円）

20 事業 2

事業名 メタボリックシンドローム対策戦略事業
担当部局
・課室名

保健福祉部
健康推進課

評価対象年度 平成20年度 事業分析シート

・事業所や県民の健康管理への自覚の向上を図るために，効果的な事業展開が必要である。

維持

・県民が生涯現役で，健やかに豊かな充実した人生を送るためには，健康寿
命の延伸を目的とした「みやぎ21健康プラン」の推進は不可欠である。
・保健指導従事者研修受講者等を中心に特定健診・保健指導が推進され，
メタボリックシンドロームの予防，そして生活習慣病の発症・重症化予防に資
するため，当事業を推進する必要がある。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・県民一人ひとりが，健康維持・増進について自覚を持ち，自ら健康管理を実践，実行させることが必要である。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

ある程度
成果があった

・本事業に参加した事業所での啓発普及が進み，従業員である参加者の自
覚向上も図られた。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的
・事業の講師である運動指導者や産業保健アドバイザーなど，時間単位で必
要最小限で依頼するなど経費の節減に努めている。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

事
　
業
　
の
　
分
　
析

業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
で，今後の関係機関が一体となった県民運動への展開が必要であり，生活
習慣病有病者の減少対策としては不可欠な事業である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。



20 事業 3

事業名 がん対策総合推進事業（再掲）
担当部局
・課室名

保健福祉部
疾病・感染症対策室

評価対象年度 平成20年度 事業分析シート 政策 8 施策

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 19 安心できる地域医療の充実

区分
（新規・継続）

継続

事業費
（千円）

47,491

目標値 -

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・がん対策推進計画に基づき､がんの予防，がん検診
受診率・質の向上，がん医療，がん患者・家族支援，
情報提供と相談支援，がん登録の各事項を計画的か
つ総合的に行うもの。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

県民 54,835 -

手段
（何を
したのか）

・がん診療連携拠点病院機能
強化事業（専門研修，相談支
援等）
・がん患者・家族サポート事業
（推進会議，がん相談機能促
進，相談員研修）
・がん予防講演会及びパネル
展
・がん登録の推進

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

相談支援センターの相談
延べ件数（件）

指標測定年度 平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度

10,000 12,000

実績値 9,542 8,388 -

単位当たり
事業費(千円)

＠4,977.0 ＠6,537.3 -

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・がん医療の均てん化が図ら
れ，県民が質の高いがん医療
を受けられる。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

放射線療法及び外来化
学療法が実施できるがん
診療連携拠点病院数（箇
所）

評価対象年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 7 7 7

実績値 7 7 -

事業に関す
る社会経済
情勢等

平成19年4月がん対策基本法の施行
平成19年6月  国が，がん対策推進基本計画を閣議決定
平成20年3月　県の「がん対策推進計画」を策定
平成19年　宮城県のがん死亡数　6,137人と昨年に比し127人増加。（全体の死亡の３割で第１位）
平成16年　宮城県がん罹患数　　12,805人と昨年に比し29人増加。

項目 分析 分析の理由

①必要性
・がん対策基本法において，地方公共団体の責務として「国との連携を図り
自主的か 主体的に そ 地域 特性に応じた施策を策定 実施

事
　
業
　
の
　
分
　
析

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
つつ，自主的かつ主体的に，その地域の特性に応じた施策を策定し，実施
すること。」とされている。
・がんは，死亡原因の第１位（３割）であること，また罹患数の増加等，県民に
とっても重大な健康問題となっている。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

成果があった

・がん患者・家族相談支援体制については，がん診療連携拠点病院の空白
地域である栗原及び気仙沼医療圏に相談窓口の設置を行った他，相談員の
質の向上を図るため研修会を行った。
・がん対策は予防，がん検診，がん医療，相談支援・情報提供の充実，がん
登録の推進等幅広く，一つの指標で成果を評価することは難しいが，がん相
談支援体制の充実（相談員研修，拠点病院空白地域への相談支援機能の
充実）やがん患者会活動の支援等により，がん患者・家族のQOL（生活の
質）の向上に寄与していると思われる。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的
・がん診療連携拠点病院や栗原及び気仙沼医療圏における相談窓口につ
いては，更に県民に窓口の周知を図っていきたい。（なお，がん対策は多岐
にわたることから，事業全体の活動指標を１つあげることは難しい面がある。）

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

拡充
・がん対策推進計画に基づく各事業は始まったところであり，今後更に広くが
ん対策を進めていく必要がある。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・計画の目標である「がんにより死亡する人の減少」のためには，がん予防及びがん検診受診率向上のための事業展開が必要となる。
・がん医療の均てん化を促進するためには，がん診療連携拠点病院の機能強化とあわせ，空白地域のがん診療機能充実促進や拠点病院との
診療体制の構築が求められる。
・がん患者等の支援体制のさらなる充実が求められている。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・がんにより死亡する人を減少していくための一つとして，がん検診受診率向上のための施策を更に推進していく。
・がん医療の均てん化を更に図っていくため，がん診療連携拠点病院を中心としたがん診療ネットワークの構築を進めていく。
がん患者等の支援については サロン 講演会及び相談等の活動を支援する他 相談員等の研修を行い質の向上を図 ていく・がん患者等の支援については，サロン，講演会及び相談等の活動を支援する他，相談員等の研修を行い質の向上を図っていく。



20 事業 4

事業名 みやぎの食育推進戦略事業
担当部局
・課室名

保健福祉部
　健康推進課

評価対象年度 平成20年度 事業分析シート 政策 8 施策

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 20 生涯を豊かに暮らすための健康づくり

区分
（新規・継続）

継続

事業費
（千円）

3,223

目標値 4

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・「宮城県食育推進プラン」に基づき，人材育成等や
推進体制の整備に努めるとともに，イベント等での普
及啓発により食育に対する意識の高揚を図るなど，県
民運動としての食育に取り組む。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

県民 2,980 -

手段
（何を
したのか）

・みやぎ食育コーディネーター
養成講座の開催
・みやぎ食育コーディネーター
養成講座受講生と食育コー
ディネーター（修了・登録）との
意見交換会

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

みやぎ食育コーデイネー
ター養成講座開催数
（回）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

4 4

実績値 4 4 -
単位当たり
事業費(千円)

 @104.5  @135.1 -

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・みやぎ食育コーディネーター
の養成及び活動支援

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

みやぎ食育コーディネー
ター養成講座受講修了
者数（累計人）

評価対象年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 40 80 120

実績値 55 104 -

事業に関す
る社会経済
情勢等

・「宮城県食育推進プラン」を総合的かつ計画的に推進するためには，県民や関係者がそれぞれの役割に応じて主体的に活動を
進めることが重要である。また、関係機関及び団体等との連携・協働した取組が行われるよう，食育を支える推進体制の整備が求
められている。

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か

妥当

・「宮城県食育推進プラン」に掲げる重点施策５「みんなで支えあう食育」にお
いて，地域における食育を効果的かつ円滑に進めるため，食や健康等に関
する幅広い知識と技術，経験を持った食育活動を推進する人材の育成・支援
が位置づけられており 施策の目的に沿っている

事
　
業
　
の
　
分
　
析

業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
が位置づけられており，施策の目的に沿っている。
・また，食育を支える推進体制の整備は，県の役割として，自ら主体的に行う
べき事業である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

成果があった

・養成講座受講者枠４０人に対し、申し込み数が１２７人であったため、一般
公募枠を５４人に増やし、４７人に修了証を交付することができた。修了者は
食育コーディネーターとして必要な知識を身につけるとともに、すでに活動し
ている「みやぎ食育コーディネーター」から活動事例紹介、意見交換を通し
て、活動する際の具体的なプロセスを学び、食育の推進につなげることがで
きた。
・県内各地域において、様々な対象に延べ８９回、４，４７３人（報告分）に対
し、食を通した健康づくり、地産地消、食文化、郷土料理の伝承、体験・イベ
ント・講演会活動など、食育の取組を行った。
・地域で食育を牽引していく人材を着実に増やしていくことは、施策目的の実
現に貢献し、成果があったと判断する。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的
・養成講座実施会場は庁内会議室とし、講師も県立大学の教授、県内講師
から選定するなど経費節減に努めた。
・本事業は概ね効率的に行われたと判断する。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

維持
施策の目的を実現するためには、地域の特性に応じて食育を推進する人材
を確保することが不可欠であることから、継続して実施していく必要がある。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・養成講座を修了後に確実に地域活動につなげるためには、養成講座の学習環境を効果的に整える必要がある。
・養成講座の運営にあたっては、受講者どうしの交流を促し、ネットワークの下地づくりと地域活動の意欲を高めることができるよう改善する必要
がある。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・養成講座カリキュラムに意見交換、グループワークの機会を増やす。
・会場に収容できる範囲で一般公募枠を増やし、意欲ある受講者を選定していく。
・各地域において、食育コーディネーターが認知されるよう、広報活動に努めるとともに、自主企画による活動を支援していく。



20 事業 5

事業名 食育・地産地消推進事業（再掲）
担当部局
・課室名

農林水産部
食産業振興課

評価対象年度 平成20年度 事業分析シート 政策 8 施策

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 20 生涯を豊かに暮らすための健康づくり

区分
（新規・継続）

継続

事業費
（千円）

3,688

目標値 7

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・県内で生産される農林水産物に対する一層の理解
の向上や消費・活用の促進を図るため，「食材王国み
やぎ地産地消の日」の取組等により，地産地消を全県
的に推進する。また，地域における食育を推進するた
め，食育推進ボランティアを育成する。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

県民 3,798 －

手段
（何を
したのか）

・「地産地消の日」の設定，ＰＲ
・食育推進ボランティアの育成
・市町村，関係団体が実施す
る食育・地産地消の取組みへ
の支援

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

食育推進ボランティア育
成研修開催回数（回）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

7 －

実績値 12 12 －

単位当たり
事業費(千円)

＠44.3 ＠34.9 －

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・「地産地消の日」の定着
・食育推進ボランティアの活用
等による食育・地産地消の推
進

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

食育推進ボランティアの
登録者数（人）

評価対象年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 170 180 190

実績値 176 162 －

事業に関す
る社会経済
情勢等

・中国製ギョーザ事件などによる食の安全安心に対する関心の高まりや食料自給率の低下等をきかっけに，地産地消への関心が
高まっている。

事

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か

妥当

・食育推進ボランティアは，県民に身近な地域において食育を推進するため
に必要な人材であり，各圏域における人材確保のため県が関与することは妥
当である。
・食の安全性等への関心が高まっている中 身近で安心な県産食材等への事

　
業
　
の
　
分
　
析

業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
・食の安全性等への関心が高まっている中，身近で安心な県産食材等への
理解を深め，地産地消を全県的に推進していくことは重要であり，施策に合
致している。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

ある程度
成果があった

・「地産地消の日」の設定により，販売店等事業者によるフェア等の連動開催
が行なわれるようになり，県産食材の認知度向上につながった。
・食育推進ボランティアの登録者数はやや減少し目標値には達しなかった
が，研修会の開催によりボランティアの食育・地産地消に関する知識の向上
が図られ，地域における活動に役立っていることから、ある程度成果があった
ものと判断した。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的 ・県職員を講師に研修会を開催するなど，事業は効率的に行われている。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

維持
・「地産地消の日」の普及や食育推進ボランティアによる食育の実践は，さら
なる県産食材に対する理解促進につながることから，地産地消の推進に必要
な事業であり，継続して実施する必要がある。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・食育・地産地消に対する関心の薄い層への働きかけ

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・地産地消に積極的に取り組んでいる飲食店等を「地産地消推進店」として登録し，広くＰＲすることにより，県民等の県産食材への理解を深め，
地産地消をさらに推進する。
・食育推進ボランティアの更なる育成を図ることにより，地域で食育を推進する体制を構築する。
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事業名 感染症危機管理等対策事業
担当部局
・課室名

保健福祉部
疾病・感染症対策室

評価対象年度 平成20年度 事業分析シート 政策 8 施策

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 20 生涯を豊かに暮らすための健康づくり

区分
（新規・継続）

継続

事業費
（千円）

64,978

目標値 －

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・県民の生命，健康の安全を脅かす新興・再興感染
症等の発生に対する広域的な連携体制の整備や病
原体管理体制の強化を図るとともに、ウイルス性肝炎
等の予防及びまん延防止に重点的に取組むこととし、
保健所等における相談・検査体制の整備を促進しま
す。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

県民
237,594

(最終補正額）
－

手段
（何を
したのか）

・病原体管理機器の整備を
行った。
・ウイルス性肝炎の積極的な
受診を促し、早期の適切な治
療の促進を図るため、全保健
所及び医療機関委託による相
談・検査を行った。
・Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルスの除
去を目的として行うインター
フェロン治療について、患者
の自己負担の軽減を図るた
め、費用の助成を行った。
・県保健所において、定期的
エイズ検査の実施のほか、世
界エイズデー等に合わせてＨＩ
Ｖ迅速検査等を実施した。

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

肝炎治療実施医療機関
の数（機関）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

60 80

実績値 － 135 －

単位当たり
事業費(千円)

－ － －

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・様々な感染症の発生に備
え、保健所や衛生研究所、医
療機関などの関係機関が連携
した防疫体制や医療提供体
制、情報提供体制等が構築さ
れるとともに、隣県等との広域
的な連携体制も整備され、県

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

肝炎治療実施医療機関
における治療実施者数
（人）

評価対象年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 － 700 700

携体制 備 、県
民の健康を守るための感染症
危機管理体制が確立されてい
る。

１指標
実績値 － 713 －

事業に関す
る社会経済
情勢等

・新型インフルエンザなどの新興感染症の発生や天然痘等の再興、感染症によるテロ行為など、感染症危機管理については、国
際的にもその重要性が指摘されている。
・近年、薬害肝炎訴訟の進展に伴い、300万人以上が感染していると予測され国内最大の感染症といわれているウイルス性肝炎に
ついて、その対策の必要性に対する世論が高まっている。
・全国のＨＩＶ感染者は10,539人、エイズ患者は4,900人（平成20年12月現在）で、前年比11.5%と依然として増加傾向にあり、宮城
県においても同様の傾向がみられ、平成20年12月現在、HIV感染、エイズ患者数合わせて累計120人の報告数となっている。

事
　
業
　
の
　
分
　
析

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・新興・再興感染症の発生が世界的に危惧されているほか、国内最大の感染
症といわれる肝炎対策や、依然として増加傾向にあるHIV感染者やエイズ患
者に対する対策の必要性、また、ノロウイルスやO157等の様々な感染症の集
団発生がみられる現状から、感染症危機管理は県民の健康を保持するため
に必要な対策である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

成果があった

・Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎インターフェロン治療における治療実施医療機関
の指定拡充を行い、肝炎治療促進の体制整備に努めるとともに、エイズにつ
いて教育関係者への啓発研修やHIV検査に関する保健所の検査体制の強
化等、感染症対策に係る総合的な推進を図ることができた。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的

・治療実施医療機関の指定に際しては、指定要件を設定し、協議会（委員）
の意見を徴する等、実効性のある医療機関の指定を図っているとともに、国
庫補助事業（1/2）である治療実施に際しても、認定部会の意見を徴した上
で、治療の可否を決定している。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

拡充
・新興・再興感染症の発生については世界的に危惧されており、また、肝炎
対策やエイズ対策の必要性等、様々な感染症の発生に備え、感染症危機管
理体制の充実強化を図っていく必要がある。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・インターフェロン治療を促進していくための治療費助成制度の周知及び肝炎検査体制の充実や、エイズ対策のために医療機関等と連携体制
を講じていくことが重要であるとともに、様々な感染症発生に対応するための専門家との連携も必要である。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

感染症危機管理のための必要な機器等の整備を行う また インタ フ ン治療費助成に いて制度のさらなる周知に努めるとともに 肝炎・感染症危機管理のための必要な機器等の整備を行う。また、インターフェロン治療費助成について制度のさらなる周知に努めるとともに、肝炎
検査体制の充実を図る。また、エイズ拠点病院等連絡会議において医療機関との連携体制についての検討を行う。
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事業名 新型インフルエンザ対策事業
担当部局
・課室名

保健福祉部
疾病・感染症対策室

評価対象年度 平成20年度 事業分析シート 政策 8 施策

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 20 生涯を豊かに暮らすための健康づくり

区分
（新規・継続）

継続

事業費
（千円）

235,213

目標値 5

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要
・新型インフルエンザの発生に備え、タミフル等の備
蓄を行うとともに、適切な医療体制の整備、感染拡大
防止のための意識啓発等を実施する。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

県民 18,944 －

手段
（何を
したのか）

・新型インフルエンザ対策アド
バイザーチームの設置
・感染症対策の支援に関する
協定の締結（東北大学）
・地方対策推進本部の設置
・対策本部における初動対応
シミュレーションの実施
・入院医療機関への設備整備
補助

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

研修会・訓練実施回数
（回）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

8 8

実績値 6 2 －

単位当たり
事業費(千円)

＠17.3 ＠57.0 －

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・新型インフルエンザの発生に
備え、医療体制の整備、パン
デミック時における県民生活を
維持するための体制の整備等
とともに、感染防止のための正
しい知識の普及等、新型イン
フルエンザ対策が推進されて
いる。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

研修会・訓練実施回数
（人）

評価対象年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 400 500 500

実績値 437 50 －

事業に関す
る社会経済
情勢等

・世界的な鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）の発生状況は、平成21年3月30日現在15か国413例となっているほか、鳥インフルエンザのヒ
トからヒトへの感染疑い例も5か国（タイ、ベトナム、インドネシア、中国、パキスタン）で5例報告されている。
・国においても、平成21年2月に「新型インフルエンザ対策行動計画」の全面改定や、既存の各種ガイドラインの内容を整理・体系
化した「新型インフルエンザ対策ガイドライン」を新たに策定するなど対策を強化した。

事
　
業
　
の
　
分
　
析

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・東南アジアを中心に世界的に鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）のヒトへの感染が
多数報告されているほか、ヒト－ヒト感染疑いの報告例もあることから、新型イ
ンフルエンザの発生のおそれが高まっており、発生に備えて、感染予防・まん
延防止のための対策を講じていくことが必要である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

ある程度
成果があった

・新型インフルエンザ対策について、保健所における研修会を行うことによ
り、関係者の新型インフルエンザに対する意識啓発を促すことができた。
（国の行動計画の改定・ガイドラインの策定に合わせて研修会を開催する予
定であったが、国の改定・策定時期がH21.2であったため指標としては実績
値のとおりである。）

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的
・保健所における研修会において、個人防護具の使用方法の演習のため防
護具の調達経費が必要となり、前年度より単位当たりの事業費が増加した
が、研修会会場は公共施設を利用して低コストによる実施に努めている。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

拡充

・国際的な鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）の発生状況等から、新型インフルエン
ザの可能性が高まっており、その対策はまだ十分ではないため、発生に備
え、抗インフルエンザウイルス薬の追加備蓄、医療体制の整備、県民への普
及啓発等を図っていかなければならない。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・医療体制の整備等においては専門性を必要とすることも多いため、専門家の指導助言を受けながら関係機関と調整の上、進めていく必要があ
る。また、新型インフルエンザに対する危機意識がまだ不十分ではないことから、普及啓発を行っていく必要がある。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・新型インフルエンザ対策アドバイザーチームの指導助言を受けながら、対策を推進するとともに、図上訓練や研修会を実施し、その普及啓発を
図っていく 併せて 抗インフルエンザウイルス薬（タミフル・リレンザ）を追加備蓄し パンデミックに備える図っていく。併せて、抗インフルエンザウイルス薬（タミフル・リレンザ）を追加備蓄し、パンデミックに備える。



20 事業 8

事業名 心の健康づくり推進事業
担当部局
・課室名

保健福祉部
障害福祉課

評価対象年度 平成20年度 事業分析シート 政策 8 施策

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 20 生涯を豊かに暮らすための健康づくり

区分
（新規・継続）

継続

事業費
（千円）

4,587

目標値 －

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要
・県民の精神的健康の保持増進を図るため，うつ病や
精神疾患に関する相談を行うととともに，自殺予防に
係る体制整備や研修等を行う。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

県民 4,129 －

手段
（何を
したのか）

・かかりつけ医師等のうつ病の診断
技術向上のための研修の実施
・電話相談窓口の設置
・自殺予防に係る啓発普及
・自殺者遺族等ハイリスク者への相
談支援
・宮城県自殺対策計画の策定

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

相談支援者数(人）
(電話相談，自殺者遺族
支援，うつ病デイケア）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

－ －

実績値 3,436 4,071 －

単位当たり
事業費(千円)

＠1.3 ＠1.0 －

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・精神的健康の保持増進と自
殺予防

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

自殺者数（人／年）

評価対象年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

目標値 － － －

実績値 603 611 －

事業に関す
る社会経済
情勢等

・全国の自殺者数は平成10年に３万人を超え，その後も高い水準で推移しており，深刻な問題となっている。
・本県における自殺者数については，平成15年に600人を超えてからは，600人台で推移している。（平成19年611人）
・本県の自殺死亡率（人口１０万人当たりの人数）は，平成15年に全国の自殺死亡率を超えてから，全国より高い水準で推移してい
る。（平成19年 県26.2，全国24.4）
・みやぎ２１健康プラン改訂版（平成２０年３月策定）において，自殺者数を平成２２年には５８０人以下とすることとしている。
・宮城県自殺対策計画（平成21年3月策定）において，自殺死亡率を平成２８年までに19.4（人口10万対）とすることとしている。

項目 分析 分析の理由

①必要性 ・自殺対策については 平成18年度自殺対策基本法が施行され 県の果た

事
　
業
　
の
　
分
　
析

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・自殺対策については，平成18年度自殺対策基本法が施行され，県の果た
すべき役割が明記されたところである。自殺の背景は多種多様であり，医療，
職域等関係機関との連携が重要で，広域的に取り組んでいく必要があるた
め，県が実施すべき事業と考える。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

成果があった

・平成20年度開催した自殺対策シンポジウムには115人の参加があり，その
内訳としては一般住民の他，遺族，学生，教育関係者，産業保健関係者，地
域関係者，地区組織団体，相談員，各種団体等幅広く，多くの方に自殺対策
について考えていただく機会となった。
・市町村の取組も出はじめており，精神保健福祉センターの相談利用者の増
加だけでなく，自殺対策に係る各種情報についての問い合わせも増加してい
る

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的
・電話相談以外の直接的な相談支援については，精神保健福祉センター職
員が行うなど経費削減に努めており，概ね効率的であると判断している。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

維持
・本県の自殺死亡率は，全国より高い水準で推移している。平成20年度に策
定した宮城県自殺対策計画に基づく施策に継続して取り組む必要がある。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・宮城県自殺対策計画に掲げた自殺対策の数値目標を達成するため，庁内及び関係機関・団体等が取り組む行動計画が必要である。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・平成2１年度に策定する県の行動計画において整理し，それを基に取り組む。



20 事業 9-1

事業名 健康教育推進事業（性教育推進事業）（再掲）
担当部局
・課室名

教育庁
スポーツ健康課

評価対象年度 平成20年度 事業分析シート 政策 8 施策

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 20 生涯を豊かに暮らすための健康づくり

区分
（新規・継続）

継続

事業費
（千円）

243

目標値 14

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要
県内中学校１４校に産婦人科医や学識経験者等を講
師として派遣し指導助言を得るものです。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算（見込）

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

県内中学生 256 -

手段
（何をしたの
か）

性教育やエイズ教育の充実を
図るため、産婦人科医等を派
遣し、指導助言を行う。

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

派遣学校数（校）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

15 -

実績値 14 14 -

単位当たり
事業費

@14357.14 @18285.71 -

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

性やエイズに関する正しい知
識の普及や性の問題に起因
する心の悩みの解決支援を図
る。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

性教育推進専門医等指
導者派遣支援事業参加
者（人）

評価対象年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 ー 2,300 ー

実績値 2,151 1,675

事業に関す
る社会経済
情勢等

・性体験が低年齢化する傾向にあり、１０代後半の人工妊娠中絶や性感染症が急増している。

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か

妥当

・性教育に関する県単独唯一の事業である。
生徒の発達段階に応じた教科等による指導だけではなく、外部の有識者の
指導を得るなど体系的に行う必要がある。これは、各学校や市町村教育委員
会の判断に任せるだけでなく 県が主導で行うべきものである

事
　
業
　
の
　
分
　
析

・県の関与は妥当か。 会の判断に任せるだけでなく、県が主導で行うべきものである。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

ある程度成果
があった

・性に関する正しい知識を身につけさせることや男女の違いを認識させること
で、性犯罪に巻き込まれることを防止することや、他人の嫌がることをしないな
どの望ましい人格形成が行われた。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的

・講師への報酬は、宮城県教育委員会から示されている「講師謝金等支給上
限表」に準じて支払われており、効率的に行われている。講師の選定にあって
は、実施校の近隣の産婦人科医や日本産婦人科学会の協力の下、講師派
遣を行っているところであり、報酬等の削減は難しい状態である。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

統合・廃止
・各学校について性教育を含む様々な健康課題が出現しているため、他の事
業との統合を図り、さらに健康教育の推進をしていく必要がある。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や「事業の分析」の把握した改善が必要な事項等

・今年度の実施において、生徒と教職員の参加がほとんどで、保護者の参加型による実施が少なかった。

③次年度の対応方針 ※②への対応方針

・生徒の取り巻く健康課題については、学校内だけではなく、学校・地域・家庭の連携が必要不可欠になる。今後は、地域住民・保護者の参加を
含めた内容での実施することを検討する。含めた内容での実施することを検討する。



20 事業 9-2

事業名 健康教育推進事業（学校保健研修事業）（再掲）
担当部局
・課室名

教育庁
スポーツ健康課

評価対象年度 平成20年度 事業分析シート 政策 8 施策

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 20 生涯を豊かに暮らすための健康づくり

区分
（新規・継続）

継続

事業費
（千円）

430

目標値 400人

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要 研修会を開催し，健康教育の推進を図る。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

673 ―

手段
（何を
したのか）

学校保健研修会及び養護教
諭研究協議会を開催する。

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

参加者数（人）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

420人 420人

実績値 394人 464人 ―

単位当たり
事業費(千円)

@1.09 @1.45 ―

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

児童生徒の新たな健康課題
に対応するため，各研修会を
開催し，教職員の資質向上及
び学校保健活動の充実を図
る。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

研修会等参加者の満足
した人の割合（％）

評価対象年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 ― ― ―

実績値 ― ― ―

事業に関す
る社会経済
情勢等

・児童生徒の心身の健康問題が複雑・多様化し，その対応にあたっては，より高度な専門性が求められている。

事

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。

妥当

・学校保健に関する県単独唯一の事業である。
・複雑・多様化する児童生徒の心身の健康問題に対応するためには，健康
教育を推進する必要があり，学校における喫緊の課題となっている。さらに，

事
　
業
　
の
　
分
　
析

業か。
・県の関与は妥当か。

教育を推進する必要があり，学校における喫緊の課題となっている。さらに，
教職員の資質向上を図るためにも，県が主催する研修会は不可欠である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

ある程度
成果があった

・「子どもの心」「学校における保健安全の充実－中央教育審議会答申から
－」「学校の管理下における歯・口のけが防止」「これからの学校保健の進め
方－学校保健安全法の施行から－」と題した講義・講演と併せて，「平成２０
年度健康教育指導者養成研修」の伝達講習を企画し，最新の情報を得ること
ができた。
・また，参加者の増加（学校保健研修会１７５名，養護教諭研究協議会２８９
名）が図られ，学校保健研修会の際に実施したアンケートでは，約９割の参
加者が内容に関して満足・やや満足と回答しており，施策の目的の実現に貢
献したものと判断する。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的
・研修会の紀要は業者に依頼せずに作成するとともに，講師も講義の一部を
県職員が分担するなどして，需用費や報償費・旅費等の削減に努めており，
事業は効率的に行われていると判断する。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

維持
・健康教育の推進が今後も継続して求められるため，研修会の外に，児童生
徒の心身の健康課題に対応するため，希望のあった学校に専門医等の派遣
を行う。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・本研修会の参加者が中心となり，各学校における健康教育の一層の充実を図る。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・健康教育の推進に役立つ最新の情報が得られるよう，時宜にかなった研修会内容を企画し，参加者へのアンケートの実施も引き続き行うととも
に，児童生徒の心身の健康課題に対応するため，希望のあった学校に専門医等の派遣を行う。



事業に関す
る社会経済
情勢等

・高齢者においても歯の喪失が10歯以下であれば，食生活に大きな支障を生じないという研究に基づき，8020運動が推進されて
いる。歯の喪失原因の約９割であるう蝕と歯周病予防を推進するために，幼児期のう蝕と成人期の歯周病予防が重要視されてい
る。

事

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か

妥当

・宮城県の乳幼児の一人当たりむし歯本数が全国的に比べて，低いレベル
にあるため，その改善に向けた必要な事業である。また，バランスの取れた食
生活・食習慣の実現には 食べることの基本となる健康な歯の維持が必要で

目標値 23 25 30

実績値 20 22 -

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

単位当たり
事業費(千円)

＠825.0 ＠487.0 -

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・3歳児の一人当たりのむし歯
本数の減少を図る。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

フッ化物塗布実施市町村
数（市町村数）

評価対象年度 平成19年度

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

9 14

実績値 1 3 -

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

県民 5,995 6,585

手段
（何を
したのか）

・フッ化物の導入や歯磨き・食
生活指導の実施体制の構築
を図るため，モデル事業を実
施した。

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

乳幼児フッ化物集団塗布
モデル事業実施市町村
数（累計：市町村）

指標測定年度

4,935

目標値 4

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・全国的に低いレベルとなっている本県の歯と口腔の
状況を早急に改善するため，乳幼児のむし歯対策や
効果的歯科健診手法の確立など歯科保健対策を総
合的に強化して，歯科保健水準の引け上げを図る

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

政策 8 施策

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 20 生涯を豊かに暮らすための健康づくり

区分
（新規・継続）

継続

事業費
（千円）

20 事業 10

事業名 歯科保健対策総合強化事業
担当部局
・課室名

保健福祉部
健康推進課

評価対象年度 平成20年度 事業分析シート

・市町村が導入しやすいような要件や方法など再検討し，事業内容を見直す必要がある。

維持

・県民が生涯現役で，健やかに豊かな充実した人生を送るためには，健康寿
命の延伸を目的とした「みやぎ21健康プラン」の推進による環境整備は不可
欠である。
・みやぎ21健康プランを推進し，県民の健康づくりの気運の向上を図ることに
より，県民自らの健康意識の醸成，実践につながるため，事業の維持が必要
である。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・県民一人ひとりが，健康維持・増進について自覚を持ち，自ら健康管理を実践，実行させることが必要である。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

ある程度
成果があった

・乳幼児フッ化物集団塗布モデル事業実施市町村は，３市町村と少ないが，
乳幼児一人当たりのむし歯本数は減少しており，一定の効果が認められる。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的
・国庫補助事業を有効に活用するとともに，実施に当たっては宮城県歯科医
師会や東北大学歯学部との連携や協力を得ながら，効率的に実施している。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

事
　
業
　
の
　
分
　
析

業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
生活・食習慣の実現には，食べることの基本となる健康な歯の維持が必要で
あり，国が推進する８０２０運動事業でもあり，施策目的に合致している。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。


